令和　年　月　日
高知市長　桑　名　龍　吾　　様
所在地　
法人名　
代表者名　
地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金に係る協議申込書
標記交付金に係る対象事業について、下記のとおり協議を申し込みます。
記

１　申込事業　　※ 該当事業の（　 ）に〇を入れてください。
（ 　 ）既存の小規模高齢者施設等のスプリンクラー設備等整備事業
（ 　 ）認知症高齢者グループホーム等の防災改修等支援事業　※ 定員29人以下の対象施設
　　　  （大規模修繕等、耐震化促進、非常用自家発電設備整備、水害対策強化）
（ 　 ）高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業　※ 定員30人以上の対象施設
（ 　 ）高齢者施設等の水害対策強化事業　※ 定員30人以上の対象施設
（ 　 ）高齢者施設等の給水設備整備事業
（ 　 ）高齢者施設等のブロック塀等改修整備事業
（ 　 ）高齢者施設等の換気設備整備事業
（ 　 ）社会福祉連携推進法人等に係る高齢者施設等の大規模修繕等支援事業
（ 　 ）国土強靭化対策と一体的に行う大規模修繕等支援事業　※ 定員30人以上の対象施設
（国土強靱化対策分（水害対策強化、非常用自家発電設備整備、ブロック塀等改修）と一体的に実施する大規模修繕等）
２　対象施設
⑴　施設種別（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑵　施設名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　⑶　業務継続計画（ＢＣＰ）、非常災害対策計画及び避難確保計画（要配慮者利用施設）等の策定状況

　　　（　策定済　　・　　未策定　）　←※ 該当のものに〇をしてください。
３　提出書類
⑴　防災・減災等事業整備計画書
ア　市町村計画（定員29人以下の対象施設）
イ　都道府県（中核市）計画（定員30人以上の対象施設）
⑵　整備計画一覧表

⑶　添付資料
各階の平面図、位置図、写真等（現況及び改修箇所が分かるもの）、見積書（２社以上）、
各階の求積図・建物の各部分の面積が確認できる面積一覧表等の資料、その他必要な資料
補助対象面積確認シート（複合型施設の場合）

【 連絡先 】


担当者名：


　 電話番号：


　 FAX番号：


　 E-mail：








【留意事項】
１　原則、以下については補助対象外です。
⑴　業務継続計画（BCP）、非常災害対策計画及び避難確保計画（要配慮者利用施設）等の策定がない施設
⑵　本交付金の補助協議前に抵当権が設定されている場合
 ⑶　非常用自家発電設備や給水設備の設置場所が、津波や浸水等の水害や土砂災害等の影響を受けず、耐震性が確保される場所ではない。
２　本交付金を活用する場合、高知市介護保険課ホームぺージ「2．補助対象事業及び補助協議単価」の記載事項に留意して整備すること。また、留意して整備したことが分かる資料を確保すること。

